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TL-20，TT-43TL-20

14cm 3L+11cm以上，かつ16cm以上

昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代

床版
経過年数

活荷重

最小床版厚

① ② ③ ④

① 昭和31年(1956年) 鋼道路橋設計示方書
・設計荷重がT-13からTL-20へ見直し
・最小床版厚は14cm
・配力筋が主鉄筋比25%以上
・丸鋼が鉄筋に使用される場合,疲労耐久性は異形鉄筋比10%

② 昭和40年(1965年)
・昭和31年鋼道路橋設計示方書で設計されたRC床版の損傷が顕在化

③ 昭和42年(1967年) 鋼道路橋の配力鉄筋設計要領
・配力鉄筋量は主鉄筋量比70%以上

④ 昭和43年(1968年) 鋼道路橋の床版設計に関する暫定基準（案）
および施工に関する注意事項

・ 最小床版厚3L+11cmかつ16cm以上
・ 丸鋼使用廃止,異形鉄筋使用に統一
・ 鉄筋の許容応力度SD30(現SD295)が1400kgf/cm2
・ スランプ，締固め，打継ぎ目に関する注意

⑥ 昭和49年（1974年） これ以前の橋梁は建設後50年以上を経過

⑤ 昭和48年(1973年) 道路橋示方書での改善
・床版の設計曲げモーメントの見直し
・大型車通行量の多い道路では,設計輪荷重を8tfから9.6tfに変更
・設計曲げモーメントが20%増加
・床版の鉄筋（SD295）の許容応力度を1,800kgf/cm2から

1400kgf/cm2に抑えて設計
・RC床版を持つ鋼橋のたわみ制限規定の見直し
・支間⾧6m以上の橋梁に荷重分配横桁を設置

⑦ 昭和53年 (1978年) 設計施工指針での改善
・床版の設計曲げモーメント式に支持桁の剛性差を考慮
・主鉄筋の許容応力度（1,400kgf/cm2）に200kgf/cm2程度余裕

⑤ ⑥ ⑦

図-2 設計基準の変遷（1） 

図-1 鋼橋の上部構造の損傷よる架替え理由の内訳 2) 

鋼橋床版の劣化と保全について 

～ コンクリート系床版の点検と補修・補強の留意点 ～ 

床版小委員会 関 政利 藤井 基史 

 

１. はじめに 

国土交通省のメンテナンス年報(2023 年 8

月)1)によると，我が国の道路橋は建設後 50 年

以上経過したものが 2022年度末時点で約 37％，

2032 年度末時点で約 61%に達する見込みである。

また，橋梁の架替えに関する調査結果 2)による

と，鋼橋における架替え理由は，道路線形改良

や河川改修および都市計画などによる改良工

事，耐荷力不足や耐震対策，あるいは幅員狭小

などを理由とする機能上の問題が半分を占め

ており，上部構造の損傷に起因するものは全体

の 24%程度（平成 28 年度調査結果）となる。 

鋼橋上部構造の損傷に起因する架替えの主

要因は二つあり，一つは鋼材の腐食，もう一つ

はコンクリート系床版の損傷による抜け落ち

である。図-1 に示すとおり平成 8 年度に行われ

た橋梁の架替え要因の調査では，床版の損傷に

よるものが 7 割弱を占めており，平成 18 年で 3

割弱，平成 28 年で 2 割弱と推移している。こ

のことから，鋼桁の損傷・腐食と床版の劣化を

適切に維持管理することにより，橋梁の長寿命

化やライフサイクルコストの削減が図られる

と推察できる。 

この現状を踏まえ，本稿では，鋼橋床版の劣

化と保全をテーマとして，道路橋のコンクリー

ト系床版の劣化や損傷要因の考察を行い，既存

の橋梁に対する点検技術や，劣化損傷した橋梁

に対する補修・補強工法について述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 道路橋床版の損傷 

２－１.設計基準の変遷 

床版の疲労損傷は，「床版の耐荷力」と「載

荷される荷重」に大きな影響を受けるため，疲

労損傷を理解するには，設計基準の変遷と，床

版を取巻く環境の変化を知る必要がある。図-2，

図-3 に設計基準の変遷を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず，旧基準による疲労耐久性の低いコンク

リート系床版について図-2 に示す。昭和 31 年

の鋼道路橋設計示方書によって昭和 40 年代前

半までに設計された床版は，現在の仕様と比較

して耐荷力が低いと考えられる。活荷重は戦前

の基準 T-13 から TL-20 に改定されたものの，

最小床版厚は 14 ㎝であり，配力鉄筋は主鉄筋

の 25%以上あればよいとされていた。また，鉄

筋には，疲労強度が現在使用されている異形棒

鋼の 10分の 1程度 3)となる丸鋼が使用されてお
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図-3 設計基準の変遷（2） 

図-4 床版の疲労損傷のメカニズム(1) 
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A活荷重，B活荷重，TL-25

3L+11cm以上，かつ16cm以上
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H

30

TL-20，あるいはTT-43

3L+11cm以上かつ16cm以上

A活荷重，B活荷重，あるいはTL-25

床版
経過年数

活荷重

最小床版厚

昭和50年代 昭和60年代

⑫ ⑬ ⑭
平成10年代 平成20年代

令

和

元

年

最小床版厚

平成元年代

⑧ 平成2年(1990年) 通称スパイクタイヤ粉じん発生防止法施行
・塩化ナトリウムの使用量増加

⑫ 平成16年(2004年)
・コンクリートの単位水量確認に関する通達

⑬ 平成21年(2009年)
・鋼・コンクリート合成床版「設計ガイドライン（案）」
・鋼・コンクリート合成床版「施工の手引き（案）」
・鋼・コンクリート合成床版「施工管理要領（案）」
・鋼コンクリート合成床版の施工件数増加

⑨ 平成6年(1994年)
・床版厚(係数k1)の見直し（道路橋示方書）

⑩ 平成14年(2002年) 防水工の設置を規定（道路橋示方書）

⑪ 平成15年(2003年) 鋼道路橋ＰＣ床版の施工品質向上策に関する検討
・ＰＣ床版の施工件数増加

⑭ 平成29年(2017年) 
・鋼コンクリート合成床版を規定（道路橋示方書）

⑧ ⑨

⑪

平成10年代
⑩

り，この時期に建設されたコンクリート系床版

は疲労耐久性が低く，多くの橋梁において補

修・補強対策が行われてきた。 

これに対して，昭和 43 年に最小床版厚や使

用する鉄筋などが見直された。また，昭和 48

年には大型車の通行量に応じた設計や鉄筋の

許容応力度を低減させる設計上の見直しが行

われ，それ以降は，現在とほぼ同等の耐荷力を

持つ床版が建設されるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，雨水や塩害などの外部環境による影響

の顕在化への対応が図-3 に示すように始まっ

た。平成（1989 年以後）に入り，環境問題(粉

塵)からスパイクタイヤが禁止となり，路面へ

の凍結防止剤散布が広く採用されるようにな

った。さらに，経済性の観点から凍結防止剤と

して，塩化ナトリウムが使用されるようになり，

沿岸地域特有の課題であった塩害が積雪寒冷

地を中心に広がり始めた。 

これに対応するため，平成 14 年の道路橋示

方書において，床版と舗装の間に防水工の設置

が定められた。 

このように，床版の設計基準は年々大きく変

化しているため，建設時に適用した設計基準が

異なることで，床版が持つ耐荷力や耐久性が大

きく異なることとなる。 

床版の維持管理を行う際は，建設された年代

と適用基準および架橋地域の環境を踏まえて

点検と補修・補強を行う必要がある。その際に

は，補修履歴についての確認も重要となる。 

 

２－２.劣化・損傷メカニズム 

 劣化・損傷の要因としては，構造的要因と材

料的要因などに分類される。 

（1）構造的要因（疲労損傷） 

構造的要因には，繰り返し載荷される輪荷重

による疲労損傷が挙げられる。建設当時の設計

基準から自動車荷重が増加したことや，過積載

車両の影響が疲労損傷の要因と考えられる。床

版の構造的要因による疲労損傷メカニズムを

図-4,図-5 に示す。 

以下のような RC 床版の疲労損傷①～⑥のメ

カニズムは，輪荷重走行試験によって実橋床版

と同様の損傷パターンが再現されるなど，多く

の試験研究により解明されている。 
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図-5 床版の疲労損傷のメカニズム(2) 

図-6 ①塩害の発生イメージ 

図-7 ②凍害の発生イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疲労損傷①；ひび割れの無い初期状態で，床

版は等方性版として挙動する。 

疲労損傷②；初期状態からコンクリートの乾

燥が進むと，コンクリートの乾燥収縮により橋

軸直角方向にひび割れが発生する。等方性版と

して挙動した床版は，徐々にひび割れで区切ら

れた幅を持つ梁のような挙動をするようにな

る。 

疲労損傷③；乾燥収縮による橋軸直角方向の

ひび割れが生じた状態に輪荷重（活荷重）が載

荷される。これにより，乾燥収縮ひび割れに交

差する形でひび割れが発生して格子状になる。 

疲労損傷④；疲労損傷が進むにつれ，ひび割

れの密度が高くなり，格子が小さくなる。そし

て，床版下面から発生した曲げひび割れが，床

版上面に達する。 

疲労損傷⑤；ひび割れが貫通すると，破断面

に存在する骨材やモルタルどうしが擦り合わ

され，破断面の凹凸が少なくなる「擦り磨き」

が発生する。その結果，破断面が平滑になって

凹凸による機械的な結合が無くなり，せん断抵

抗を失うことになる。防水層の不備などにより，

貫通したひび割れに床版上面から水分が供給

された場合には，擦り磨きが加速度的に進行す

る。 

疲労損傷⑥；せん断抵抗が低下したコンクリ

ートに，押抜きせん断強度を超える輪荷重が載

荷されると，最終的にコンクリートが抜け落ち

る。 

（2）材料的要因（材料劣化） 

材料的要因には，①海からの飛来塩分や凍結

防止剤による塩害，②積雪寒冷地などでみられ

る凍結融解作用の繰り返しによる凍害，③反応

性骨材に起因するアルカリシリカ反応，④二酸

化炭素や酸性物質による中性化などがある。ま

た，これらが相互に作用して劣化する複合劣化

も考えられる。 

塩害は，図-6 に示すようにコンクリートの微

細なひび割れから塩化物イオンが侵入し，不動

態皮膜で保護された鉄筋の皮膜が破壊され，腐

食を促進させることにより生じる。鉄筋が腐食

すると，体積膨張によりコンクリートのひび割

れを大きくし，浸水を伴うと劣化は加速する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

凍害は，図-7 に示すように微細なひび割れから

浸入した水が，気温の変化により凍結と融解を

繰り返すうちに，その体積変化からコンクリー 
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図-10 床版の疲労強度と水の影響 3) 

図-9 ④中性化の発生イメージ 

図-8 ③アルカリシリカ反応の発生イメージ 

トのひび割れを加速させることにより生じる。

床版の場合，コンクリート上面の不陸部分に溜

まる水などが原因となることが多い。 

アルカリシリカ反応は，図-8 に示すように骨

材中に酸化ケイ素が含まれている場合に生じ

る。この骨材を「アルカリ反応性骨材」という

が，アルカリ性を示すコンクリート中の NA＋な

どと反応し，ゲルとよばれる反応生成物が爆発

的に吸水膨張することにより，不規則で全体に

わたるひび割れが生じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

中性化は，図-9 に示すようにコンクリート中

のアルカリ成分である水酸化カルシウムが，外

部からの CO2 供給により，化学反応によって炭

酸カルシウムに変化することにより生じる。こ

れにより PH が低下するが，それが鉄筋位置に

達した時，鉄筋腐食が生じやすくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

（3）複合劣化 

 地域によっては，塩害と凍害など複合的な劣

化損傷が問題となることがある。自動車荷重に

よる疲労の影響が小さいと考えられる路線で

あっても，疲労現象によるひび割れ進展と同様

に上側鉄筋に沿うような水平ひび割れが進展

する。その後は輪荷重位置の上層部分に浮きが

生じて，土砂化するような過程をたどる。 

また，材料的要因による複合劣化に限らず，

構造的要因と材料的要因による複合劣化も考

えられる。このような複合劣化の損傷メカニズ

ムの解明と対策が今後の課題となる。 

（4）浸水による影響 

 図-10 は，床版上面が乾燥状態と水を張った

時の輪荷重走行試験結果を比較している。水を

張った状態においては，乾燥状態よりも少ない

走行回数で破壊に至る。図-10 の結果より，疲

労寿命が 1/200 程度になると推定される。すな

わち，床版の損傷において,水の影響が極めて

大きいことを表している。これを踏まえ，床版

防水の大切さを理解する必要があるとともに，

施工時管理不足による漏水などに留意する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 点検技術 

３－１．詳細点検の種類 

 橋梁の維持管理は，図-11 に示すメンテナン

スマネジメントフローに沿って行われる。 

全体の流れとして，①日常的な点検業務で行

われる「日常点検」，②５年に１度の頻度で行

われる「定期点検」，③定期点検で異常が確認

された場合の「詳細調査」がある。 

どの段階にあっても記録を必ず残し，蓄積さ

れたデータベースを参照した点検を行うこと

が重要となる。さらに，対策区分の判定により

緊急対応や追跡調査等の対策を講じる。将来の

維持管理や実施計画を策定する際の参考とし

て，損傷程度の評価と外観性状の記録を残すこ

とも必要となる。 

なお，本稿においては，「橋梁定期点検要領

（平成 31 年 3 月）国土交通省」を引用してい

る。一方，令和 6 年 3 月に「道路橋定期点検要
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図-13 床版の点検のポイント 

「橋梁定期点検要領（平成 31 年 3 月）国土交通省」を引用 

図-11 メンテナンスマネジメントフロー 

図-12 床版の損傷と標準的な点検方法 

調査項目 主な検査法

　剥離・鉄筋露出 　目視，点検ハンマー（写真撮影，打音検査）

　漏水・遊離石灰 　目視

　抜け落ち 　目視

　床版ひびわれ 　目視・クラックスケール（写真撮影）

　うき 　目視，点検ハンマー（打音検査，赤外線調査）

定期点検では，全ての部材に近接して部材の状態を把握することが基本となる

領（技術的助言の解説・運用標準） 国土交通

省」，令和 6 年 4 月に「点検支援技術性能カタ

ログ 国土交通省」が更新されたことから，今

後の定期点検のあり方や最新技術に関する情

報を確認して点検業務を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）日常点検 

 日常点検は，点検の第一段階として，日常的

に行う目視を主体とした点検である。ここでは，

橋梁全体の確認が行われる。 

路面の点検では，舗装や地覆の変状を検出す

ることが重要である。床版の劣化・損傷は，コ

ンクリート内部への水の浸入がその起点とな

るため，伸縮継手，排水桝などの近傍での異常

な滞水を見逃さないことも重要となる。 

（2）定期点検 

 定期点検は，日常点検と異なり「近接目視」

が基本となる。橋梁に設置された点検通路や橋

台や橋脚上，必要に応じて高所作業車や橋梁点

検車を用いて点検が行われる。 

点検実施前には，点検項目，点検方法，点検

体制，安全対策などを反映した実施計画の下に

行う必要がある。路面からの点検に加えて，構

造物に近接して点検を行う必要がある。定期点

検の主要な着目点は，顕在化が予想される変状

を確認することである。 

定期点検要領で示される，床版の損傷の種類

と対応する標準的な点検手法について述べる。

点検方法は，概ね目視とされているが，調査項

目に応じて図-12 に示す計測機器を用いた点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

手法も取り入れるとよい。 

床版の点検のポイントは図-13 に示すとおり

である。床版上面は，路面の凹凸やひび割れ，

伸縮装置の異常や排水桝の異常などが挙げら

れる。一方，床版下面は，輪荷重走行位置や張

り出し部などの水みちとなりやすい箇所で，コ

ンクリートの変状を見逃さないことが重要で

ある。床版上面および下面の変状の関係が状態

の把握に役立つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）詳細調査 

詳細調査は，定期点検にて損傷が発見され，

補修等の必要性を判定する際に，原因の特定が

必要な場合に行われる。また，変状発見により，
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図-14 床版の詳細調査方法 

写真-1 画像処理によるひび割れのトレース 

写真-2 ドローンを利用した点検 

調査項目 主な検査法

　床版の空洞・浮き 　打音法、超音波法、赤外線法

　ひび割れ発生状況 　外観目視・写真画像法

　ひび割れ幅 　ルーペ・クラックスケール

　鉄筋の位置やかぶり 　電磁波レーダー法

　鋼板の腐食（合成床版） 　超音波板厚計

　塗装膜厚（合成床版） 　膜厚計

　床版のたわみ 　直接載荷試験、衝撃加振試験（FWD）

床版の非破壊検査，たわみ計測が必要となる場

合もある。床版の調査項目に対して適用できる，

主な非破壊検査方法を図-14 に示す。 

詳細調査では，「非破壊検査」が主体となる

が，必要に応じてたわみ計測を実施する。詳細

調査では，日常点検，定期点検におけるデータ

ベースからのフィードバックも重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２．詳細調査の手法 

（1）外観調査 

 詳細調査においても，まずは外観調査を行う。

以下，外観調査における検査方法を示す。 

①  ひび割れのトレース 

ひび割れのトレースは，定期点検にて詳細調

査の必要性を判定された範囲について行われ

る。具体的には，橋梁点検車などで近接目視に

てひび割れ損傷箇所のトレースをした後，机上

で損傷状況の判定を行う一般的な方法である。 

②  デジタル画像を利用した外観調査 

この方法は，写真-1 に示すように画像処理で

ひび割れを検出しやすく，記録性にも優れる方

法である。望遠レンズを使用することで，離れ

た場所からの外観調査が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これにより，コンクリート表面のエフロレッセ

ンスや剥落の確認のほか，ひび割れを強調する

ことも可能である。 

③  たたき検査 

たたき検査は，床版下面を点検ハンマでたた

いた音で確認する方法である。空隙がある場合

は，低い音が確認できる。剥離の発生がある場

合は，打診棒で確認することができる。 

床版下面の点検範囲が広い場合は，点検ハン

マでは労力を要するため，最近では写真-2 に示

すドローンを使用した点検装置も開発されて

いる。 

なお，たたき検査において剥離が確認された

場合は，第三者被害を防止するために，事前に

点検ハンマなどで除去しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）非破壊検査法 

1) 弾性波法 

弾性波法は，図-15 のように対象物の表面で

人工的に弾性波を発生させ，受信子に到達した

波形を解析することで，内部欠陥の位置や種類

を推定する方法である。調査員が行う検査法と

比較して，判定の個人差を小さくできる。 

弾性波法には，使用する弾性波の周波数によ

り超音波法，AE 法，衝撃弾性波法，打音法があ

るが，本稿ではコンクリート床版に多く用いら

れる「打音法（20kHZ 以下の可聴域）」と「超音

波法（20kHZ 以上）」を紹介する。これらの技術

は，鋼コンクリート合成床版（以下，合成床版）

にも適用が可能であり，鋼板接着補強への適用

も検討できる技術である。 
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写真-5 電磁波レーダー 

写真-4 超音波法（検査装置） 

図-15 弾性波法の例（写真は合成床版で実施） 

資料引用：アイレックス技研㈱ 

写真-3 打音法（検査装置） 

資料引用：川田工業㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  弾性波法（打音法） 

打音法は，合成床版の底鋼板とコンクリート

の剥離について，写真-3 に示す検知装置を用い

て検査する方法である。検査は，インパルスハ

ンマで打撃した時に生じる打撃音をマイクで

収録し，その周波数分布により欠陥の有無を検

知する。波形により剥離や滞水の有無などにつ

いて判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  弾性波法（超音波法） 

超音波法は，ひび割れ深さや床版厚の計測が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可能である。写真-4 に超音波法による検査装置

を示す。 

2) 電磁波レーダー法 

電磁波レーダー法は，コンクリート内部の異

物（鉄筋，空隙等）に反射した電磁波を受信す

ることで反射物までの距離を算出し，内部状況

を調査する方法である。この検査方法は，電磁

波が鋼材に反射するため，合成床版には適用で

きないことに留意する。写真-5 に電磁波レーダ

ーによる検査装置と検査事例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 電磁波レーダー法（車載型） 

車載型電磁波レーダー法は，図-16 に示すよう

に，車両に搭載したラインカメラで路面画像を

撮影することによって，路面のひび割れ情報を

取得し，車両後方の電磁波レーダーによって路

面下の損傷箇所を特定する方法である。路面画

像と電磁波レーダーの測定結果を合成し，視覚

的に異常が生じている箇所を見つけるシステ

ムである。舗装を剥がすことなく，床版内部劣

の化を可視化することができ，床版上面の土砂

化を検出するために有用である。 
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図-16 車載型点検装置 

図-17 赤外線法サーモグラフィー 

図-18 供用期間と劣化に伴うたわみ値の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 赤外線法 

赤外線法は，物体表面から放射される赤外線

を走査し，得られた熱分布を映像として出力す

る検知方法である。コンクリートに剥離や豆板，

空洞などの欠陥がある場合，熱的特性が健全部

と異なるため，表面温度の差となって表れる。 

図-17 に赤外線法による計測状況を示す。図

-17 からわかるように，温度が高い範囲（点線

枠部）が浮きと判断している個所である。 

この点検方法は，ある程度離れた場所からの

測定が可能で調査の省力化が期待できる。一方

で，内部欠陥の検出は表面から 5cm 程度までが

適用範囲であり，主にコンクリートかぶり部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の異常を検出するのに用いる。また，結果が測

定時の気象条件に左右されることに留意する。 

 

３－３．床版たわみ計測 

（1）たわみ変化の概念 

図-18 の横軸に床版の供用期間と，縦軸に劣

化に伴うたわみ値の概念図を示す。図からわか

るように，輪荷重走行試験による床版別のたわ

み性状から損傷度を表している。図-18③～④

に示すように，二方向ひび割れが発生した状態

において，急激に性能が低下するのがわかる。 

さらに，RC 床版と比べて，PC 床版や合成床

版は疲労耐久性が高くなることを示している。

いずれの床版も，剛性が低下しはじめ，たわみ

が増加しはじめると，その後の損傷の進行は早

くなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，図-19 に床版たわみの定量的な指標と

して，輪荷重走行試験で得られた合成床版のた

わみ変化の概念図を示す。これは当協会の「鋼

コンクリート合成床版 維持管理の計画資料」

(2021 年 1 月)に記載のものであり，合成床版に

生じる変状は，床版のたわみによる定量的な評

価が可能である。床版支間 L=6m に対して，引

張側のコンクリートを無視した断面性能が確

保された状態でのたわみは L/2,000，水平ひび

割れが生じて二層化した場合の断面性能によ
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図-21 健全性診断の流れ（定期点検） 

図-20 FWD(ﾌｫｰﾘﾝｸﾞ･ｳｪｲﾄ･ﾃﾞﾌﾚｸﾄﾒｰﾀ) 

「橋梁定期点検要領（平成 31 年 3 月）国土交通省」を引用 

図-19 合成床版のたわみ変化の概念図 

（床版支間(L)＝6m） 

るたわみは L/1,000 程度である。このことから，

たわみ計測と図-19 に示す概念によって評価が

可能であるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）静的載荷試験による計測 

静的載荷試験は，床版全体の耐力を，床版に

たわみを生じさせて計測する方法である。具体

的には，クレーンやダンプトラックなどの静的

荷重を載荷し，たわみを計測する。 

（3）衝撃加振による計測 

衝撃加振による計測は，路面に錘を落とした

ときに舗装表面に生じるたわみ量を図-20 に示

す装置（FWD：フォーリング・ウェイト・デフ

レクトメータ）にて複数点で同時に測定する方

法である。一箇所ごとに 2～3 分と短時間で行

える装置である。衝撃加振による計測は，載荷

と計測のシステム一式が車両などに搭載され

ており，特別な試験準備が不要となる利点があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 点検結果の評価手法 

４－１. 健全性診断の流れ（定期点検） 

健全性の流れを図-21 に示す。図-21 の左側

①～③は法令に基づく技術的判断を伴う作業

の流れ，右側の点線枠内の記述はその流れを補

足するために行う客観的な記録に関する事項

である。 

具体的には，図-21 の左側①は，すべての部

材等への近接目視を基本とした「状態の把握」

を行うことを示し，②は「対策区分の判定」を

行うことを示す。その際，図-21 右側の点線枠

内の「損傷程度の評価」「外観性状の記録」を

参考にする必要がある。この対策区分の判定で

は，詳細調査の要否や，経過観察等の判断を行

う。このとき，損傷の要因を分析し，その損傷

が今後どのように進捗するかも合わせて検討

を行う。③は「対策区分の判定」をもとにその

損傷の「健全性の診断」を行うことを示してい

る。定期点検要領では，損傷程度や対策区分，

健全性の診断は，判定基準により評価される。 

なお，令和 6 年改定の「道路橋定期点検要領」

では，③健全性の診断を行うために，構造区分

ごとの判定と損傷状態の見立てを行う要領も

追加となっていることに留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２. 各判定段階の評価手法について 

各段階の評価方法について，次の(1)～(5)に

詳細を述べる。 

（1）状態の把握 

状態の把握は，すべての部材等に近接して，

必要に応じて触診や非破壊検査結果などを用
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図-22 判定区分Ⅳの橋梁の措置状況 1),4) 

図-23 床版保全の工法の種類 

いて状態を把握することである。剥離などによ

って第三者被害が想定される場合は，応急的に

措置を行った上で，対策区分の判定などを行う。 

（2）損傷程度の評価 

損傷程度の評価は，効率的な維持管理をする

上で必要な情報を詳細に把握して，定性的な a

～e の評価基準を用いて評価する。a～e の評価

要領については，「橋梁定期点検要領（平成 31

年 3 月）付録-2」を参照する。 

（3）外観性状の記録 

外観性状の記録は，再現性が重要であるため，

状態の変化を正確に把握できるような損傷図

を作成する必要がある。 

（4）対策区分の判定 

対策区分の判定は，A～M の判定段階がある。

緊急性を要する判定は，E1，E2 となる。この判

定に合わせて，詳細調査（S1，S2）の必要性に

ついても判定を行う。対策区分の判定区分につ

いては，「橋梁定期点検要領（平成 31 年 3 月）」

を参照する。 

なお，対策区分を判定する場合は，損傷原因

を推定し，その損傷が今後どのように進展する

かを見極めて判定する必要がある。 

（5）健全性の診断 

健全性の診断はⅠ～Ⅳの判定区分で示され，

それぞれ「健全」，「予防のための保全」，「早期

に処置を要する」，「緊急的に処置を要する」の

区分となる。過去の点検記録も参照し，損傷の

進行度合いについて現状と今後を想定したう

えで判断する。 

 

４－３. 定期点検の結果と現状 

定期点検結果について，2019 年度～2022 年

度に実施した点検より，判定区分Ⅳとされた橋

梁の措置の現状を図-22 に示す。図からわかる

ように「撤去・廃止または撤去・廃止済等」と

される橋梁は，2019 年度では 31%（255 橋）で

あったが，2022 年度には 40%（454 橋）と増加

している。判定区分Ⅳとされる橋梁も年々増加

している。 

一方，緊急措置が必要であると判定されたにも

かかわらず，対応が未定の橋梁は 2022 年度に

おいて 12%（133 橋）にもおよぶ。判定区分Ⅳ

まで進むと補修できないケースもあるため，早

期の予防保全が大切となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 補修・補強 

コンクリート床版の補修・補強および取替え

については図-23 に示すような工法がある。こ

れらの工法は，劣化の状態や原因，補修・補強

の施工条件や目的に応じて，単独で行う場合や

組み合わせて施工することも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

11 

 

図-24 表面被覆工法 

図-25 ひび割れ注入工法 

図-26 充てん工法・断面修復工法 

５－１. 補修工法 

 床版の代表的な補修工法として，図-23 に示

す，(1)表面被覆工法，(2)ひび割れ注入工法，

(3)充てん工法・断面修復工法について述べる。 

（1）表面被覆工法 

表面被覆工法は，損傷程度が軽度となるひび

割れ幅が 0.2mm 以下の場合，ひび割れの表面を

被覆して浸水を防ぐ工法である。 

図-24 に示すように，①パテ状のエポキシ樹

脂を被覆する工法，②ひび割れの変動が懸念さ

れる場合に可とう性のエポキシ樹脂を用いる

工法，③含侵材によりひび割れに浸透し，空隙

を充てんする工法などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）ひび割れ注入工法 

ひび割れ注入工法は，図-25 に示すように，

ひび割れ幅が 0.2mm を超えるひび割れの中に，

ポリマーセメントや樹脂を注入機材の加圧に

より物理的に直接注入する工法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）充てん工法・断面修復工法 

充てん工法や断面修復工法は，ひび割れ幅が

1.0mm 以上の深刻な場合に適用する,図-26 に示

す工法である。 

充てん工法は，①や②のように表面のコンク

リートをカットし，ポリマーセメントなどを充

てんする。その際，損傷が鉄筋にまで至ってい

る場合は，③のように損傷部分のすべてをはつ

りだして断面修復工法を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－２. 補強工法 

補強工法には，(1)鋼板接着工法，(2)炭素繊

維シート接着工法，(3)縦桁増設工法，(4)アン

ダーデッキパネル工法などがある。床版の設計

で定める断面性能が損なわれている損傷箇所

に対して，性能を向上させる工法である。これ

らを適用する際，既設床版に損傷が確認される

場合は，事前にコンクリートの補修を適切に行

う必要がある。 

（1）鋼板接着工法 

鋼板接着工法は，床版が劣化により版として

の性能が保てなくなった場合，図-27 に示すよ

うに，床版の引張作用面に補強鋼板を取り付け

て補強を行う工法である。 

鋼板により鉄筋量を補い，曲げ耐力を向上さ

せる方法であり，鋼板はコンクリートにアンカ 
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←鋼製タイプ 

図-30 アンダーデッキパネル工法 

図-29 増設縦桁工法 

図-27 鋼板接着工法 

FRP 製タイプ→ 

注入剤

（エポキシ樹脂）

鋼縦桁

シール材

（エポキシ樹脂）

図-28 炭素繊維接着工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーを用いて固定し，鋼板とコンクリートの隙間

にエポキシ樹脂を充てんする必要がある。 

（2）炭素繊維シート接着工法 

炭素繊維シート接着工法は，(1)鋼板接着工

法と同じ原理による補強であるが，図-28 に示

すように，鋼板に替えて炭素繊維シートを用い

る工法である。炭素繊維シートを，何層も重ね

貼りし，コンクリートと一体化させる必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）縦桁増設工法 

縦桁増設工法は，鉄筋量や床版の曲げ耐力不

足を補うため，床版を支持する既設主桁や縦桁

の間に新たな鋼縦桁を増設する工法である。床

版支間を短くすることにより，床版に作用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

曲げモーメントを減少できる。図-29 に示すよ

うに，既設床版と増設した鋼縦桁の間は，注入

材により間詰めを行うことに留意する。 

（4）アンダーデッキパネル工法 

アンダーデッキパネル工法は，図-30 に示す

ように，床版下面に剛性の高い部材を設置し，

床版の変形を抑えることで，床版の疲労損傷を

抑制する工法である。ひび割れが床版上面まで

貫通した床版に対しても，交通規制を伴わずに

補強が可能である。 

近年では，主部材に FRP を使用することで，

部材を人力で運搬できるほどに軽量化した工

法が開発されている。これにより，交通規制に

よる渋滞が回避されるのに加え，施工時の重機

使用頻度の面においても CO2 排出量削減効果が

期待される。 
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図-31 合成桁の床版取替え（鋼桁全体の変形） 

図-32 複雑なたわみ性状を有する橋梁の床版取替え 写真-6 床版取替え 

５－３. 床版取替え・床版打替え 

床版取替え・床版打替えについて述べる。こ

こでは，(1)床版取替え，(2)床版の部分打替え，

(3)幅員分割施工について述べるが，その他と

しては，幅員をひろげるための「床版拡幅」も

ある。 

（1）床版取替え 

床版取替えとして，供用開始から 50 年程度

経過した高速道路の床版取替え工事（RC 床版か

らプレキャスト PC 床版に取替えた事例）を写

真-6 に示す。住宅や隣接橋梁など周辺環境を考

慮してプレキャスト床版架設機を用いた事例

である。 

床版の取替え・拡幅の検討事項として，①床

版取替えに伴う鋼桁の補強の要否，②合成桁の

床版撤去時の鋼桁全体の変形，③複雑なたわみ

性状を有する橋梁の床版取替え手順，④増し桁

を伴う床版の拡幅手順，⑤幅員分割施工を伴う

床版取替え・拡幅の手順，⑥床版撤去時の安全

対策などがあり，これらは鋼橋の床版取替え工

事に特有のものといえる。床版の取替えは，施

工時の桁の横倒れ座屈，新床版の重量増，適用

基準による設計活荷重の見直しなどの理由に

より鋼桁の補強が必要となる場合が多い。また，

床版取替え工事においては，施工時の安定性確

保に留意する必要がある。この点を踏まえて，

ここでは，②合成桁の床版取替えと（死活荷重

合成桁の事例），⑥床版撤去時の留意事項（ア

ーチ橋の事例）について述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)合成桁の床版取替え時の鋼桁の安定性確保 

合成桁の床版取替え時は，図-31 に示すよう

に，死活荷重合成桁は鋼桁だけでは床版撤去時

に不安定な構造となるため，床版撤去・取替え

施工時の桁の耐荷力，安定性に注意を要する。 

対処方法には，ベントでの桁中間支間部を仮

支持する工法や外ケーブルにより鋼桁の断面

力を調整して床版施工中の安定性を確保する

などの工法が用いられている。また，実際の施

工ステップを踏まえるなど，現場の施工条件に

より，安定性確保の方法が異なる場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)アーチ橋床版撤去時の鋼桁の安定性確保 

アーチ系橋梁の場合，鋼桁のたわみ性状が複

雑なため，図-32 に示すように，既設床版撤去

の際，片方向より床版を撤去していくと，床版

重量の偏りにより構造全体が不安定となるこ

とがある。このような場合，取替えステップに

おける鋼桁の状態を事前に検討し，安定性確保

の対策を施工手順に反映する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

14 

 

図-33 床版の部分打替え（合成床版の例） 

図-34 幅員分割施工における計画と施工 

（2）床版の部分打替え 

床版の部分打替えは，図-33 に示すように床

版の損傷の範囲が小さく，コンクリートを局部

的に打替える工法である。この際，合成床版で

は，片側交互通行しながら仮設の支持材を設置

せずに補修が可能と考えられる。パネル単位で

の比較的大きな打替え補修においても，仮設縦

桁やブラケット設置により，片側交互通行を確

保して補修が可能である。 

仮設支持材の設計・施工は，鋼橋では比較的

容易にできるが，予め検討しておき，縦桁支持

点の横桁に補強リブを溶接しておくなどの対

処も考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）幅員分割施工について 

幅員分割施工は，交通供用下における施工と

なるため，活荷重による桁相互のたわみ差の影

響や，車両の振動が硬化中のコンクリートへ与

える影響を最小限に抑えながら施工を行う必

要がある。 

図-34 に示すように，一次施工部分と二次施

工部分の連結部は，出来形誤差を最小とする床

版打込みや横桁連結ステップを計画し，施工に

おいても，その誤差を最小化することが重要で

ある。また，連結部コンクリート打込みの際は，

振動の影響によって床版コンクリートにひび

割れが生じない対策として，一時的な交通止め

や速度規制などを行い，必要に応じて超速硬コ

ンクリートを使用するなどの配慮が必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６. おわりに 

床版の点検においては，まず机上において床

版の設計基準の変遷を事前に把握しておくこ

とが極めて重要である。また，現地調査におい

ては，損傷メカニズムや損傷段階，地域の気候

特性や交通状況なども理解したうえで，変状な

どを記録として残す必要がある。 

床版の劣化は，雨水の影響が大きいことから，

床版防水の実施状況の確認だけでなく，日常点

検において，伸縮装置や排水桝周辺などの滞水

しやすい箇所における異常を見逃さないこと

が重要である。また，定期点検においては，そ

れらの情報も参考に適切な判定を行うことに

留意する必要がある。 

床版に劣化損傷が見られる場合は，早期に補

修を行う必要があり，補修を怠るとライフサイ

クルコストの悪化につながる。その際は，様々

な調査手法，補修工法，補強工法を用いること

で，適切な維持管理を行うことができる。 

今後も，日本橋梁建設協会では，床版劣化要

因に関する未解明な部分を明らかにする研究

を行うとともに，床版に関する調査・点検技術

ならびに補修・補強工法の開発を進める所存で

ある。 
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